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1.はじめに

砂防渓流における河道閉塞の即時的決壊を抑制する

ための事前対策施設として、深層崩壊想定区間をバイ

パスする導水路の検討を行った。

本稿では、バイパス導水路の事前対策施設としての

機能と具体的な施設構成の検討を行う過程で得られた

課題や留意点を示すとともに、河道閉塞事前対策とし

ての適用性について考察する。

2.バイパス導水路の概要

河道閉塞で湛水が進み、越流が起きると即時的な決

壊による下流域における氾濫被害が発生する場合があ

る。決壊は形成された河道閉塞に流入する流水が原因

で発生するものであり、これまでは緊急対策として排水

ポンプや緊急排水路等を整備することで対処してきた。

今回検討したバイパス導水路は、深層崩壊等による河

道閉塞の即時的決壊が引き起こす土石流被害の軽減

と待避時間を得るため、予め既設砂防堰堤を、既設道

路を経由する導水路ネットワークにより連結し、河道閉

塞に流入する流水を安全に下流域にバイパスするもの

である。

図 1 バイパス導水路のイメージ

3.バイパス導水路の施設配置の考え方

3.1 施設配置方針

整備の実現性を優先するため、以下の方針を基本と

して検討を進めた。

①可能な限り現況道路を活用したルートとする。

②現況の道路機能に影響を及ぼさないように可能な限

り外側線外での対処とする。

③現況の道路機能に影響を及ぼさないように可能な限

り道路線形を維持する。

④通常の道路排水機能を確保する。

3.2 バイパス導水路の構成

バイパス導水路は渓流から必要流量を導水路に取り

込む取水部、流水を安全に流下する導水部、流下した

流水を渓流に戻す排水部に分かれる。各部はそれぞ

れの機能発揮のため、図 2に示す部位で構成される。

図 2 施設の構成部位

3.3 対象規模の設定

導水流量は河道閉塞における湛水の進行を抑制す

るために、以下の２つの考え方で設定される。

①事前対策バイパス導水路で流入流量を全量バイパ

スする。

②緊急対策に必要な時間を稼ぐために必要な流量の

みをバイパスする。

現地状況に応じて、可能であれば①の流量を目標と

し、地形等の条件よっては②を目標とする方針とした。

4.モデル流域における検討結果

4.1 モデル流域の概要

モデル流域として I流域（対象面積 16.1km 2、導水距

離約2.5km）及び K 流域（対象面積12.7km 2、導水距離

約 2.3km）においてバイパス導水路の検討を実施した。

表 1 モデル流域の対象流量の設定

I流域 K流域

(1)下流域で被害が生じる河道閉塞高さ 60m 35m

(2)河道閉塞・決壊想定シナリオ

緊急対策に要する最低日数(24h作業) 5.0 日 5.0 日

想定流入流量(豊水流量の2倍) 2.78m 3/s 2.02m 3/s

満水（決壊）までの日数 3.2 日 3.9 日

緊急対策所要日数に収まる流量 1.78m 3/s 1.56m 3/s

対象流量①緊急対策と分担して対応 1.00m 3/s 0.47m 3/s

対象流量②事前対策導水路のみで対応 2.78m 3/s 2.02m 3/s
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4.2 全体ルート

導水ルートは、深層崩壊の発生危険度が大きいエリ

アをバイパスする道路を基本ルートとした。いずれの流

域も既設道路幅が 3～4m 程度と狭窄であり、導水路の

設置は道路の渓流側となる場合がほとんどであった。

4.3 取水部

取水部は、導水区間上端より上流の道路に取水可能

な位置に適当な砂防堰堤がある場合は、これを取水堰

として活用する。無い場合は、沈砂地や取水ゲートを設

置し、取水施設を構築する。土砂混入対策として取水

口下流に沈砂地を設置するともとに、チロル式の取水ス

クリーンに排砂オリフィスを設けることで取水直後の混

入土砂を自動排出する機構とした。

図 3 Ｉ流域における取水部の正面図

図 4 Ｉ流域における取水部の平面図

4.4 導水部

導水部は通常水路区間については、既設道路の確

保可能な空間がある場合は、外側線外の斜面側もしく

は渓流側に道路側溝を追加する、無い場合は暗渠化

する方針とした。

図 5 Ｉ流域における水路区間断面図

なお、水路区間については、自由勾配側溝（500×

1400m m ）の規格で統一する方針としたが、一部ボトル

ネック部については幅を広げる対応をとった。これによ

り、Ｉ流域では2.78m 3/s、K 流域では2.14m 3/sを導水可

能となった。なお、流路横架部はコスト面では橋梁添架

方式が有利と判断されたが、既設橋梁強度が不明であ

ったことから、パイプビーム（φ700～1100m m）等の水管

橋の新設による対応を主体とした。

4.5 排水部

排水部は、コルゲート管を斜面に沿って流路まで敷

設し、末端部には既設砂防堰堤の水叩きに落とすこと

で排水部の異常洗掘を防止する方針とした。

また、地形的に可能な場合は排水部の中途に小水力

発電施設を設置することとした。これにより、I 流域につ

いては平水期であれば最大出力 74ｋW を確保し、

C C TV システムや災害対策車両への給電に使用するこ

とが可能となっている。

図 6 Ｉ流域における排水部の縦断イメージ

4.6 留意事項

4.6.1コストについて

上記検討に基づき概算工事費を算出した。その結果、

I流域、K 流域いずれについても工事費の約38%を流路

横架部が占める結果となっている。これは前述のように

横架形式についてパイプビームを基本としているためと

考えられる。橋梁添架が適用できると仮定した場合は、

15～20%程度コスト縮減できる。現況橋梁の強度を精査

して橋梁添架の適用性を検討することでコスト縮減を図

れる可能性がある。

4.6.2周辺環境への影響について

I 流域の施工区間は狭隘な山間部に位置するう回路

のない生活道路である。このため、施工計画を検討す

るにあたり当該区間の通行量調査を実施し、時間制の

通行規制を実施する方針とした。既設道路を活用した

施設という特性上、他地域に展開する際には地域の特

性に応じた施工計画を検討する必要がある。

また、平常時から整備する対策という特性上、小水力

発電で得られる電力の有効活用や利水や維持流量と

の調整が課題と考えられる。

5.まとめ

河道閉塞の即時的決壊を抑制する事前対策として、

一般的な規格の自由勾配側溝を基本とした導水路の

検討を行った。その結果、豊水流量規模に対しては既

設道路を経由してバイパス流下させることができる結果

となった。このことから、バイパス導水路を事前対策とし

て整備することの有効性が示唆されたと言い得る。

自由勾配側溝 B500×H1400

沈砂地

取水スクリーン

導水管

＜拡張空間あり＞ ＜拡張空間なし＞
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